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令和８年度 先導的官民連携支援事業

調査内容・スケジュール調査内容・スケジュール

事業手法検討支援型 □情報整備等支援型

調査内容 ~5月 ~7月 ~9月 ~11月 ~1月 ~3月

前提条件の整理

施設概略検討

サウンディング調査

事業スキームの検討

公募条件の検討

【テーマ①】 沖村西部調整池底部有効活用を牽引事業とした官民連携事業導入可能性調査
【調査主体】愛知県北名古屋市（人口８．６万人）

【調査内容】
●沖村西部調整池底部活用
１．前提条件の整理
施設整備や管理運営に必要となる調整池による条件、建築にかかる条件、
関係法令等について、基本的な事業条件として整理する。
２．施設概略検討
調整池底部活用と隣接都市公園の各施設整備方針および施設構成、導入
機能を検討し、施設整備および管理運営に必要な概算事業費を算定する。
３．サウンディング調査
施設概略検討、事業スキーム検討に伴い、整理した前提条件、立地、施設
構成、費用の水準や分担、事業スキーム等を民間事業者を対象にサウンディ
ング調査を実施する。
４．事業スキームの検討
想定される官民連携導入手法を抽出し、各手法の特徴等を整理するととも
に、ＶＦＭを算出し、定性的かつ定量的に手法を比較検討し、手法の総合評
価を実施する。
５．公募条件の検討
事業スキーム検討に伴い、公募条件、公募評価基準となる事業範囲や事業
期間、リスク分担、費用の水準や分担を検討する。

【先導性】
・遊休化する調整池底部の有効活用（公的空間の利活用）を牽引事業として、スケー
ルメリットを活用し、隣接都市公園のPark-PFIと一体的利用する取組、調整池付帯
施設、他スポーツ等の施設種別や管理主体が異なる施設の包括的な管理運営（複
数分野連携）まで事業展開を目指す取組は先導性が高いと考えられる。

《複数分野連携の群マネ》

調整池底部の
有効活用

調整池底部 付帯水路隣接都市公園

広場系スポーツ施設 他都市公園

《公的空間の利活用》

【有効性】
・社会情勢等による限られた人材や財源等の中、調整池底部と隣接都市公園の一
体的利用かつ民間事業者の資金や創意工夫、包括的な管理運営により、 収益ポ
テンシャルの拡大、土地（空間）や人材などの効率化や有用化が期待できる。
・地域や市への経済波及効果、効率的な自治体運営への寄与が期待できる。

非常時以外遊休化する調整池底部活用と隣接都市公園の官民連携手法による一体的な整備・運営の可能性を調査する。さらに、この一体的な整備・運営をきっ
かけに、官民連携手法による調整池付帯施設、他スポーツ施設および都市公園の包括的な管理に展開する可能性を調査する。

●隣接都市公園（舟附公園）
調整池底部活用との一体的な整備・運営を見据えた官民連携手法（Park-

PFI、指定管理者制度等）の導入の可能性を検討する。Park-PFIにおける公
募対象公園施設や特定公園施設の種別や規模等について検討する。
●調整池付帯施設・他スポーツ施設等
調整池付帯施設および市内にある他都市公園、他広場系スポーツ施設との
包括的な管理手法について条件や時期等、導入可能性について検討する。

・近年の気候変動を背景に、全国の自治体で水害対策のため調整池整備再編等が
進む中、調整池を整備する自治体のモデルとなる取組であると考えられる。

【スケジュール】



官民連携事業ステップ①  （“起”）
非常時以外遊休化する調整池底部をスポーツ・レクリエーション施設として有効活用

【テーマ①】 沖村西部調整池底部有効活用を牽引事業とした官民連携事業導入可能性調査
【調査主体】愛知県北名古屋市（人口８．６万人）

令和８年度 先導的官民連携支援事業

事業・施設の概要事業・施設の概要 事業・施設の課題事業・施設の課題

検討経緯／事業化スケジュール検討経緯／事業化スケジュール

事業手法検討支援型 □情報整備等支援型

北名古屋市沖村西部地区の特性
・北名古屋市南西部に位置し、名古屋市に隣接した地区で産業系新市街地の形成
（土地区画整理事業（約３３ha））を施行中である。 
・国道２２号、名古屋高速西春IC・春日ＩＣ（約５分）、名神高速一宮ＩＣ（約１０分）等
により交通利便性に優れた地域である。

西春町と師勝町が
合併して誕生（H18.3）

北名古屋市

名古屋市

沖村西部調整池について 貯留量：約２９，５００ｍ3
・沖村西部土地区画整理事業に伴う雨水調整池
・１０年に１度の降雨を対象 ・構造：掘込式

調整池+隣接都市公園の官民連携事業による一体的利用を調整池付帯施設およ
び市内にある他スポーツ施設、他都市公園の包括的な管理運営に展開

遊休化する調整池状況

官民連携事業ステップ②  （“承”）

調整池に設置困難な飲食店等（公募対
象公園施設）、スポーツ・レクリエーショ
ン施設の管理棟の設置を都市公園に
期待 ≪補完、相乗効果≫

官民連携事業ステップ③  （“展（転）” ）

（“結” ） 持続可能な自治体運営へ

施設例 ア.広場系スポーツ施設４箇所 イ.他都市公園１７箇所 ウ.付帯水路  

調整池底部活用のスケールメリットを活
用し、隣接都市公園整備にPark-PFI導入

平成２９年度～ 北名古屋沖村西部土地区画整理事業、調整池築造工事

令和 ６年度  北名古屋市スポーツ推進計画策定

 舟附公園（調整池隣接の都市公園）都市計画決定

令和 ７年度  企業ヒアリング（PPP活用可能性の事前ヒアリング）

 市政策会議で本調査実施合意 ⇒ 市民調査実施

 市民説明会にて調整池底部有効活用事業の検討推進を説明

 北名古屋市公共施設適正配置計画策定

【事業化スケジュール（想定）】

【これまでの経緯】

事業化（DB方式） 事業化
（包括指定管理）
※都市公園Park-PFI含

調整池底部

隣接都市公園

他スポーツ施設等
公募条件等検討

導入可能性
調査

令和８年度 令和９～１１年度 令和１２年度

・調整池は非常時以外は遊休地化しており、防草・浚渫等の維持管理に人的、
財政的負担が恒常的に発生

・調整池は浸水を前提とした施設のため、管理棟や飲食店建築物設置が困難

・社会的要因もあり、公共施設の管理を担う職員・人材の確保が困難

・市内には市外から交流を生む拠点施設がなく、施設収益を維持管理費に還元
する官民連携手法などの事業モデルが未構築

・隣接都市公園の規模では、単体の官民連携手法の導入可能性は高くない
・調整池底部（スポーツ施設）および都市公園を直営や個別管理委託する従来
方式では管理主体が異なり、管理コストの増大と事業効果最大化が困難

・付帯水路も管理主体が異なり、管理コストが増大。

“起” 調整池底部有効活用（公的不動産（空間）の利活用）により解消

“承” 調整池底部と隣接都市公園の一体的利用により解消

“展” 包括的な管理運営により解消 結”持続可能な自治体運営へ

【施設概要等】

【事業概要】

ストリートスポーツ

球技等スポーツ

ドッグパーク

ＢＢＱ

整備一例

※（ ）内は想定事業手法
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